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要望の内容

• 分娩施設の減少が続き、社会問題化している
– 病院・診療所の分娩取扱からの撤退を防ぐ施策の実施
– 産婦人科医の分娩取扱からの撤退を防ぐ施策の実施

• 病院の現場が働き続けることの困難な状況に陥って
いる
– 病院勤務医の勤務条件の改善・勤務内容の適正な評価
につながる施策の実施

– 医師・スタッフのキャリアパスを考慮した施策の実施

• 周産期救急医療体制の安定的確保が求められてい
る
– 周産期救急医療体制の確保と充実に直結する施策の実
施



分娩施設の減少
（厚労省医療施設調査）
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わが国の分娩の実情
ー1990年以降の変化ー

1990年 2000年 2005年 2006年 2007年

病院での出
生数 681,873 639,067 545,766 555,648 553,401

割合 55.8% 53.7% 51.4% 50.9% 50.8%

出生数の
変化率 -6.3% -20.0% -18.5% -18.8%

診療所での
出生数 525,744 537,980 503,579 523,539 523,199

割合 43.0% 45.2% 47.4% 47.9% 48.0%

出生数の
変化率 +2.3% -4.2% -0.4% -0.8%

厚生労働省 医療施設調査より



1990年以降のわが国の産婦人科医数と
出生数の推移
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産婦人科＋産科 医師の全勤務医師数に占める割合
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年齢層別 月間在院時間
当直体制のある一般病院
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年齢層別 大学病院勤務医の在院時間
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年齢層別 月間在院時間+オンコール時間
当直体制のない一般病院
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当直体制のある一般病院
女性医師と男性医師の在院時間
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日本産科婦人科学会
会員数 2008年
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日本産科婦人科学会 年齢別女性率
2008年
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診療科別 年代による女性医師率
平成16年 医師歯科医師薬剤師調査による
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分娩取扱施設に勤務している割合
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日産婦学会 女性医師継続的就労支援委員会2007年調査
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※

2007年日産婦学会・女性医師継続的就労支援委員会



平成19年度 新専門医調査
5年後に希望する就労形態
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2007年日産婦学会・女性医師継続的就労支援委員会



総合周産期、地域周産期施設の概要

総合 地域 全体

対象施設 75 233* 1177
有効回答 64 (85.3%) 170 (72.0%) 853 (72.5%)
分娩数

1施設あたり 782.7 569.6 481.6
常勤医1名あたり 83.3 123.1 98.3
帝王切開率（％） 35.1 28.8 21.9

1施設あたりの医師数
常勤医 11.5 6.4 4.9
女性医師数（％） 4.3 (37.4%） 2.3 (35.9%) 1.5 (30.6％）

* 236施設中産婦人科のない3施設は除く

2008年7月 日本産婦人科医会調査

周産期母子医療センターにおける
産婦人科女性医師



勤務施設別・産婦人科・産科医師の年齢分布
2006年末現在
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産科医療危機の展開
• 産科医療危機の背景

– 分娩施設の減少（病院・診療所）
– 産婦人科医の減少
– きわめて過酷な病院の勤務実態
– 女性医師の著増・男性医師の著減

• 女性医師の継続的就労の困難さ→絶対数の減少
• 緊急時にも無理ができない 基本的対応能力の低下

• 崩壊の始まり
– 分娩難民発生地域の増加
– 基幹病院のハイリスク・救急症例受入回避または撤退

• 崩壊回避に必要な条件
– 新規専攻医の増加
– 医師・医療機関の分娩からの撤退率の減少
– 一人当たり分娩取扱数の増加



産科医療のデススパイラルと
そこからの脱却方法
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産科医療のデススパイラルと
そこからの脱却方法
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助産師増・医療秘書・
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時間外勤務適正評価
分娩手当・ドクターフィー

医学生・初期研修医
への奨学金
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産科医療政策の分岐点
集約化 vs. 分散管理

集約化：安全な分娩環境

• 医療資源の効率的活用
• 医療提供の高度化
• 救急対応能力の強化
• 若手医師の臨床研修内容の
充実

• 若手医師の勤務条件の緩
和ー女性医師の継続的就労
の実現

分散管理：安心な分娩環境

• 地域における分娩環境の
確保

• 多様な分娩への要望に、き
め細かく対応可能な分娩環
境の確保

•世代間・gender間・施設間の機能分担によって実現可能。
•病院：若手・女性中心 診療所：ベテラン・男性中心
•病院は集約化の方向へ誘導
•診療所は分娩費用の引き上げにより経営の安定化をめざす。



2009年6月1日 日本産科婦人科学会

「産科・周産期医療再建のための
平成22年度診療報酬改定に関する要望書」

1. 「勤務環境確保加算」の新設
→ 勤務医の労働環境改善の大方針の明確化

2. ハイリスク分娩管理加算の算定要件、適応疾患、点数の改正

3. 「高度母体救命体制（M型）加算」の新設
4. 妊産婦救急加算の新設

→ 母体救急体制の整備

5. ハイリスク妊産婦共同管理料（Ⅰ）及び（Ⅱ）の算定要件、点数の改正
6. 妊産婦緊急搬送入院加算の算定要件、点数の改正
7. 周産期医療における麻酔科の評価（妊産婦に対する麻酔への重点評
価）

8. 新生児・母体緊急搬送料の新設
→ 周産期センターの機能充実・周産期救急医療の基盤強化



平成22年度診療報酬改定 日産婦学会優先要望事項

「勤務環境確保加算」の新設

• 目的：医師の勤務状況の適正化を評価することによって、医療提
供体制の安定化をはかること

• 全診療領域を対象とする場合
– 算定要件：以下のいずれかをみたすもの

• 当直体制を組み、時間外手当の支給が適正に行われている病院
• 交代制勤務を実施している病院

– 入院1日あたり100点の加算

• 産科施設のみを対象とする場合：帝王切開術に対する加算とする
– 算定要件：

• 産婦人科に関して当直体制または交代制勤務を組み、産科・周産期医療に
従事する各診療科医師に対して時間外手当の支給が適正に行われている
病院

– 加算：帝王切開術1件あたり10000点



産科医療危機に対する具体的施策

• 分娩取扱継続へのincentive強化
–病院：ハイリスク症例の受入を促進する

• ハイリスク妊娠・分娩管理加算等
–診療所：低リスク症例の受入を促進する

• 分娩費用の適正化・安定化が可能な環境作りー特に
地域公的病院の分娩費用の適正化

–産婦人科勤務医：
• 処遇の適正化：

– 時間外勤務の適正な評価・手当の支払い
– 分娩手当等のincentive

• 勤務条件の緩和：分娩取扱病院の定員増・集約化
– （人員が確保されれば、時間外勤務自体が減少する）



産科救急医療体制における問題点

• 周産期センター等が受入能力の限界点を超える運用を
続けてきた

– 関連診療部門との連携不全：母体救命救急受入体制の機能
不全

– NICU不足：胎児・新生児救急の母体搬送受入困難事例の多発

– スタッフ不足：総合・周産期母子医療センター等における過剰
労働

– 産婦人科医不足：二次医療機関の救急受入能力の低下→症
例の集中化

– 麻酔科医不足：緊急手術対応困難
• 根拠のない紛争回避心理が蔓延している

– 産婦人科二次医療機関のハイリスク症例受入回避
– 他の診療科医師の妊産婦診療回避



産科・周産期救急医療体制の抱える
問題点とそこからの脱却方法

• 救急医療・周産期救急医療は病院のお荷物か？
– 基本的に赤字体質：補助金で埋め合わる仕組み
– 大量の人員投入が必要だが収益は生まない
– 地域のニーズが存在しても、病院としては施設拡張・診療
内容の充実にincentiveが働かない

• 5事業（救急医療・小児救急医療・周産期医療・災害
医療・へき地医療）を担う病院はその体制確保と医療
提供実態をpositiveに評価されるべきではないか
– （例）DPCにおける病院機能評価係数として評価する
– （例）該当症例受入数に応じて評価する



周産期救急医療体制の安定的確保
• 母体救命救急対応

– 「高度母体救命体制（M型）加算」の新設

• 他の診療科での妊産婦診療の円滑化を誘導
– 妊産婦救急加算の新設

• 周産期救急医療体制全体の整備
– ハイリスク分娩管理加算の算定要件、適応疾患、点数の
改正

– ハイリスク妊産婦共同管理料（Ⅰ）及び（Ⅱ）の算定要件、
点数の改正

– 妊産婦緊急搬送入院加算の算定要件、点数の改正
– 周産期医療における麻酔科の評価（妊産婦に対する麻
酔への重点評価）

– 新生児・母体緊急搬送料の新設



現場の医師へのincentive付与は実現したか

• 舛添厚生労働大臣（2008年1月26日）
–今度の診療報酬改定では、「ハイリスク分娩管理
加算」の大幅拡大が予定されています。この加算
を「分娩手当」などの形で、産科医への報酬に充
てるよう通知を出したり、2008年度予算の新規事
業である「産科医療確保事業」などでも、何らか
の対応ができないかを検討しています。



平成20年3月21日付厚生労働省医政局長・保険局長通知
病院勤務医の労働環境改善の推進について

• 平成20年度診療報酬の改定等について
– 平成20年度診療報酬改定においては、病院勤務医の負担軽減
を緊急課題と位置付け、産科・小児科、救急医療に対する重点
的な評価や地域の急性期医療を担う病院における医師事務作
業補助者の配置に対する評価を行うこととしている。

– さらに、①ハイリスク妊産婦の管理に関する評価、②地域の中核
となる病院の入院機能に対する評価、③地域の急性期医療を担
う病院における医師事務作業補助者の評価を行うに当たり、勤
務医の負担軽減のための計画作成及び職員への周知を要件と
することとしている。

– 各医療機関においては、上記の改定の趣旨を十分に認識した
上で産科・小児科、救急医療（時間外における十分な人員確保
を含む。）をはじめとした病院勤務医の労働環境の改善策を講じ
られたいが、各都道府県におかれてもその旨了知されたい。



平成20年3月25日舛添大臣閣議後記者会見

• 勤務医の労働条件が非常に過酷であるということで、診療報酬の改定という
ような形で手当はしたのですが、これは病院にお金がいくが、現場のお医者
さんに聞くと自分たちの給料に跳ね返らないという不満が非常に高いのです。

• 我々がなぜそれをやったかというと、勤務医の皆さん方の待遇が改善される、
そして給料も上がる、そういうためにやっているわけですから、病院の経営者
止まりでということは、これはそういう意図ではありません。

• ですから、病院の経営も考えないといけないのですが、病院の経営者の皆さ
ん方にお願いしたいのは、現場で働いているお医者さんの待遇改善、処遇
を良くする。そして、診療報酬が上がった分は、お医者さんにきちんと配分す
るということを是非お願いしたいと思います。

• （http://www.mhlw.go.jp/kaikn/daijin/2008/03/k0325.html）

• 平成20年3月25日第12回地域医療に関する関係省庁連絡会議
における伊東芳郎医政局医療計画推進指導官の発言

– 「局長通知の中の、『勤務医の労働環境の改善』には、当然に処遇の改
善が含まれます」

http://www.mhlw.go.jp/kaikn/daijin/2008/03/k0325.html�


周産期母子医療センターの概要

総合 地域 一般 total
対象施設 75 234* 848 1157
有効回答 (%) 62 (82.7) 167 (71.4) 594 (70.1) 823 (71.1)
分娩数

1施設あたり 816.9 577.8 460.3 499.8
常勤医1名あたり 60.8 77.0 103.7 88.9
帝王切開率 (%) 35.3 29.1 22.2 22.5

母体搬送受入数 119.8 53.9 28.1 25.0
1施設あたりの医師数
常勤医 13.2 7.5 4.3 5.6
（うち女性医師） 5.2 2.8 1.2 1.8
非常勤医師 2.4 1.3 2.1 1.9

常勤助産師数 30.7 17.8 11.4 14.2

当直を除く1週間の勤務時間 55.2 54.4 50.5 51.6
1ヶ月間の推定在院時間** 318.2 317.9 318.8 317.1
当直

日勤・夜勤交代制 (%) 4 (6.5) 4 (2.4) 39 (6.6) 47 (5.7)
回数（／月） 5.1 5.3 6.4 6.0
睡眠時間(h） 3.8 4.6 4.9 4.8
翌日勤務緩和 (%) 21 (33.9) 40 (24.0) 95 (16.0) 156 (19.0)
手当増額 (%) 7 (11.3) 36 (21.6) 101 (17.0) 144 (17.5)

分娩手当 (%) 17 (27.4) 82 (49.1) 240 (40.4) 339 (41.2)
特殊手当 (%) 13 (21.0) 35 (21.0) 95 (16.0) 143 (17.4)
産科医療確保事業による補助 (%) 20 (32.3) 70 (41.9) 215 (36.2) 305 (37.1)
ハイリスク加算の還元 (%)*** 6/44 (13.6) 15/115 (13.0) 18/314 (5.7) 39/473 (8.2)
クラークの配備 (%) 39 (52.0) 95 (40.6) 212 (25.0) 346 (42.0)
* 237施設中産婦人科のない3施設は除く
**当直における拘束時間を16時間として算出

***ハイリスク加算の請求がある施設における頻度

現場への反映状況

2009年7月 日本産婦人科医会（勤務医部）調査
大学病院 101施設中ハイリスク加算請求75施設、還元は4施設のみ



平成20年度改定
病院勤務医の負担軽減に対する体制

• 対象
– 入院時医学管理加算
– 医師事務作業補助体制加算
– ハイリスク分娩管理加算

• 要件
– 病院勤務医の負担軽減に資する計画
– 病院勤務医の勤務時間の把握等

• 勤務時間（平均週 時間（うち、残業 時間））
• 連続当直を行わない勤務シフト（平均月当たり当直回数
回）

• 当直後の通常勤務に係る配慮
– 職員等に対する周知

算定を躊躇する病院が続出



現場からのお願い

• 今の病院は、働けない職場、働き続けられない
職場、スタッフを使い捨てにする職場になってい
ます。

• 現場は全く余裕がありません。
• 国・厚生労働省・自治体の言うことを素直には信
じられません。縦割り行政の中で、アクセルとブ
レーキを同時に踏むような施策は友好とは言え
ません。

• 病院が、新しい方向に踏み出すことが可能にな
る、ぶれない、疑問の余地のない明確な方針を
示して下さい。
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平成 21年 6月 1日 
厚生労働省保険局長 
水田 邦雄 殿 
 

社団法人 日本産科婦人科学会 
理事長 吉村泰典 

 
産科・周産期医療再建のための平成 22年度診療報酬改定に関する要望書 

 
A. 産科・周産期医療については平成 20年度診療報酬改定において重点評価がなされた経
緯がありますが、平成 20年度にも東京都において妊婦脳出血事例が続発するなど、医
療現場は依然として、きわめて厳しい状況におかれています。厚生労働省では、「周産

期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会」および厚生労働科学特別研究事業「救

急部門と周産期部門との連携強化に資する具体的手法に関する研究」において詳細な検

討を行っており、必要と考えられる施策がまとめられています。 
B. また、報道にもありますように、多くの病院が時間外勤務手当の不適正支給や過剰労働
のために労働基準監督署から是正勧告等を受けている状況は、病院勤務医の勤務実態が

改善されていないことを明瞭に示していると考えられます。さらに中医協の最近の調査

においても、病院勤務医の状況が改善にむかっているとは言い難い結果が報告されてお

ります。 
C. これらの問題を解決の方向に誘導するためには、勤務医師の勤務条件、処遇の改善を要
件とした診療報酬上の評価ならびに産科・周産期救急医療現場の活性化に直結する診療

報酬上の評価がさらに必要と考え、以下の事項について、平成 22年度診療報酬改定に
おける実施を要望いたします。 
 

1) ハイリスク分娩管理加算の算定要件、適応疾患、点数の改正 
l 算定要件に「産科医および助産師の適正な勤務条件の確保・適正な手当の支給」

を加える。 
l 適応疾患に「子宮内胎児発育遅延、多胎妊娠」を加える。 
l 子宮内胎児発育遅延：算定数：10000例 算定期間 14日間 
l 多胎妊娠：算定数: 5000例 算定期間 14日間 

l 「2000点 8日間まで」を「3000点 14日間まで」に増点する。 
 

2) ハイリスク妊産婦共同管理料（Ⅰ）及び（Ⅱ）の算定要件、点数の改正 
l 算定要件を「双方の医療機関がオープンシステムないしセミオープンシステムの

連携関係にあることを事前に届け出ていること」とする。 
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l 意義：地域における周産期医療機関相互の連携を強化し、円滑な患者紹介、搬送

を促進する。日常の連携を強化することにより、緊急搬送の頻度を抑制し、医療

システムの安定化を図る。 
l 「（I）500点、（II）350点」を「（I）1000点、（II）700点」とする。 

 
3) 妊産婦緊急搬送入院加算の算定要件、点数の改正 

l 総合ないし地域周産期母子医療センターでは＋2500点の増点とする。 
l 意義：搬送を受ける施設の負担を評価することによって救急症例の受入促進を図

る。 
 

4) 「勤務環境確保加算」の新設 
l 目的：医師の勤務状況の適正化を評価することによって、医療提供体制の安定化

をはかること 
l 全診療領域を対象とする場合 
l 算定要件：以下のいずれかをみたすもの 

1. 当直体制を組み、時間外手当の支給が適正に行われている病院 
2. 交代制勤務を実施している病院 

l 入院 1日あたり 100点の加算 
l 産科施設のみを対象とする場合：帝王切開術に対する加算とする 
l 目的：産婦人科医等の勤務状況の適正化を評価することによって、医療提供

体制の安定化をはかること 
l 算定要件：  
Ø 産婦人科に関して当直体制または交代制勤務を組み、産科・周産期医療

に従事する各診療科医師に対して時間外手当の支給が適正に行われてい

る病院 
l 加算：帝王切開術 1件あたり 10000点 
 

5) 「高度母体救命体制（M型）加算」の創設 1日 10000点、7日間まで 
l 地域の周産期医療システムの機能を向上させることを目的として、診療報酬上の

誘導を行う。：高度救急母体救命体制（M型）加算の創設 
l 要件：救命救急センター、脳神経外科、心臓血管外科等との併診（MFICU加
算、ハイリスク分娩管理加算、救命救急入院料、ICU加算の他に高度母体救
命加算を新設する。 ） 
 

6) 妊産婦救急加算の新設  
l 救命救急センターならびに二次救急病院の産婦人科以外の他の診療科における妊
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産褥婦受入を奨励することを目的として、「妊産婦救急加算」を新設する。 
l 要件：救命救急センターまたは二次救急病院で、妊産婦が産婦人科以外の診療科

に救急外来受診または緊急入院した場合に算定する。 
l 時間内：外来 1000点／件・入院 5000点／件、時間外：外来 1500点／件・入院

7500点／件。 
l 時間外妊産婦救急加算については、実際に診療に当たった産婦人科以外の医師に

対して「時間外妊産婦救急診療手当」として支給されることを想定している。 
 

7) 新生児・母体緊急搬送料の新設（新設）   10,000点 
l 医師又は看護師が同乗して緊急車両で疾病新生児や母体を搬送したときに、搬送

を現に担当した施設が算定する。迎え搬送および送り搬送の両者を対象とする。 
l 意義：搬送を担当する施設の負担を評価する。広域搬送を含む緊急搬送が安全か

つ円滑に行われるための基盤整備の財源とする。 
l 新生児搬送の際の看護師とは周産期母子医療センターの看護師とする。 

 
8) 周産期医療における麻酔科の評価（妊産婦に対する麻酔への重点評価） 

l 帝王切開の脊髄くも膜下麻酔および硬膜外麻酔 850点→8300点に増点 
l 閉鎖循環式全身麻酔の「重症の患者」に妊産褥婦を加える。 6100点→8300点 
l 医学的適応のある硬膜外無痛分娩（新設）  8300点 
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産科・周産期医療再建のための平成 22年度診療報酬改定に関する要望書 

医療費への影響の程度（試算） 
 
社団法人 日本産科婦人科学会・医療改革委員会 

 
1) ハイリスク分娩管理加算の算定要件、適応疾患、点数の改正 

l 試算：全体で、医療費への影響は 114億円増と試算されるが、算定要件の問題か
ら算定施設は限定される可能性がある。 
 

2) ハイリスク妊産婦共同管理料（Ⅰ）及び（Ⅱ）の算定要件、点数の改正 
l 試算：全体としての医療費は約 3億円となる。このうち、既にハイリスク妊産婦
共同管理料として算定されている医療費との差が新たな医療費増となる。 
 

3) 妊産婦緊急搬送入院加算の算定要件、点数の改正 
l 試算：施設間の母体搬送は年間 20000症例である。（多めに見積もって）このうち
の 80%が周産期母子医療センターに対するものと仮定すると、4億円の医療費増
に相当する。 

 
4) 「勤務環境確保加算」の新設 

(ア) 全診療領域を対象とする場合 
l 試算：平成 19年の 1日あたりの病院入院患者数は 133万人 このうち上記の
条件を満たす病院の病床数が20%と仮定して年間960億円の医療費増となる。 
 

(イ) 産科施設のみを対象とする場合：帝王切開術に対する加算とする 
l 試算：帝王切開率は分娩全体の 22%。病院の分娩数は 50万件。条件を満たず
病院の分娩が全体の 20%と仮定すると、年間 110億円医療費増となる。 

 
5) 「高度母体救命体制（M型）加算」の創設 1日 10000点、7日間まで 

l 試算：救命救急センターへの入院症例は年間 33万件程度。このうち妊産婦は 0.5%
程度を占める。年間分娩は 100万件。総合周産期母子医療センターにおける救命
救急対応妊婦の頻度は 0.26%程度。以上より母体救命救急対応が必要な症例数は
多くて年間 2000症例と試算できる。医療費増は 14億円となる。 

 
6) 妊産婦救急加算の新設  

l 試算：産科傷病者の救急搬送のうち施設間搬送でないものは年間約 20000症例で
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ある。このうち、産科および婦人科疾患が大多数を占めるが 20%が他の診療科の
救急疾患と仮定して症例数は 4000件である。またこのうち 30%に入院の必要があ
ると仮定すれば 1200件となる。全体での医療費増は 14000万円となる。 

l 時間外妊産婦救急加算については、実際に診療に当たった医師に対して「時間外

妊産婦救急診療手当」として支給されることを想定している。 
 

7) 新生児・母体緊急搬送料の新設    10,000点 
l 試算：母体搬送に関しては年間 20000件であり、医療費増は 20億円に相当する。 

 
8) 周産期医療における麻酔科の評価（妊産婦に対する麻酔への重点評価） 

l 試算： 
（ア） 帝王切開の症例数は年間 20万件 このうち 80%が対象となるとして、120
億円の医療費増となる。（「麻酔科医」が麻酔を担当する帝王切開術の頻度

は全体の 42%というデータがあり、その場合は 63億万円の増となる。） 
（イ） 帝王切開以外の偶発合併症の手術を行う場合を想定している。症例数は多

くて 2000例程度。 4400万円の医療費増となる。 
（ウ） 症例数は多くて 10000例程度。 8億 3000万円の医療費増となる。 

 



新生児医療の現状と課題

中央社会保険医療協議会
基本問題小委員会

東京女子医科大学母子総合医療センター 楠田 聡

埼玉医科大学総合医療センター 田村正徳



周産期医療とは

妊婦

妊娠・分娩の90%は、
母体と新生児に特別
な医療の介入を必要
としない

母体、胎児
の異常

新生児の
異常

産科医が担当
（産婦人科医の一部）

新生児科医が担当
（小児科医の一部）

2

ローリスク妊婦と新生児

ハイリスク妊婦と新生児



救急医療からみた新生児医療

MFICU
母体・胎児救急医療

母体産科合併症
胎児異常
切迫早産

NICU
新生児救急医療

早産児
低出生体重児
先天異常
新生児合併症

PICU
小児救急医療

小児時間外診療
小児急性疾患

ICU
母体救命救急医療

母体合併症
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日本の新生児医療の現状
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国際比較
(OECD)
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周産期医療ネットワーク
（人口100万人、出生1万人、低出生体重児900人）

総合周産期母子医療センター

地域周産期母子医療センター 地域周産期母子医療センター

地域周産期母子医療センター

分娩施設 分娩施設 分娩施設

分娩施設 分娩施設

分娩施設 分娩施設

周産期医療対策整備事業（平成8年5月10日)(児発第488号)
各都道府県知事あて厚生省児童家庭局長通知

10
平成6年厚生省研究班

ＮＩＣＵ2床/千出生
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日本の新生児医
療は社会に大き
く貢献している

危機的状況に置
かれている



NICUの不足

どのような危機的状況か

新生児科医
の不足



昨年、東京都で発生した母体搬送
受入れ不可例が明らかにした課題

• 約半数の施設がNICU満床を理由に母体搬
送を受け入れなかった

• NICUの病床数が需要に見合っていない

• 現在のNICU必要数は平成6年の周産期医療
体制整備事業開始時に推計されたものであ
る
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周産期医療ネットワークに関する実
態調査の結果について
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